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14議員が市政を問う一 般 質 問 第３回定例会は、14人の議員から一般質問がありました。紙面の都合上、各議員が指定した質問事項とその答弁を要約して
掲載しています。詳細については、十和田市ホームページ内、会議録検索システム（12月掲載予定）をご覧ください。

問　旧国道４号の東西道路の街路灯は、電球が
多く切れており景観上よくないと思うが、市の
対応は。
答　当該街路灯は、商店街の景観向上を図るた
めに市が設置し、現在は一部の商店街と町内会
に維持管理をお願いしていますが、人口減少や
高齢化等により会員が減少し、これまで通りの
維持管理ができなくなっていることから、市が
計画的にＬＥＤ照明に更新していきたいと考え
ています。

問　幼児教育・保育料支援の市の現状は。
答　市独自の取組として、国の基準より低い額
の保育料を設定しているほか、令和５年度に保
育料を約10％引き下げ、令和６年度から第３
子以降の保育料を無償化するなど、保護者の経
済的負担の軽減を図っています。

問　保健センターは、課や職員が増えたことか
ら増築、建て替えも必要と思うが、市の見解は。
答　今年度からこども支援課の移設やこども家
庭センターの設置により職員数は増えています
が、各事業については、現在の施設で工夫し実
施できていることから、増築、建て替えは行わ
ず、現施設で継続していきたいと考えています。
今後の建設等については、耐用年数や事業の展
開を見据え考えていきます。

問　駒っこ広場の「ＨＩＧＨ ＳＫＹ」のモニュ
メントは、歩道に設置したほうが観光客の目に
留まりやすいと思うが、市の考えは。
答　現在の場所は、作家本人が現地を確認し、
作品が最も映える場所として選定したものであ
り、移設は考えていません。

問　市公式ＬＩＮＥアプリを活用してＡＥＤの
設置場所を表示できるようにしてはどうか。
答　市ホームページ上に、日本救急医療財団の
財団全国ＡＥＤマップをリンクさせるとともに、
令和６年９月から市公式ＬＩＮＥにおいても設
置場所の検索ができるようになりました。

問　国民健康保険税の還付金が発生する理由は。
答　還付金は、二重納付や納付後に税額が減額
になることで、税額より納付額が多い場合に発
生します。税額が減額となる主な理由は、社会
保険への加入、市外への転出、死亡などとなっ
ています。

問　2026年の青の煌（きら）めきあおもり国
スポ・障スポ開催で宿泊施設が足りないとの声
があるが、どのような対応を考えているか。
答　競技参加者と大会関係者等の宿泊調整を効
率的かつ円滑に行うため、県が主体となり、市
町村と合同で宿泊業務を行う方式を取ります。
これにより、宿泊調整が県全体で一元化され、
宿泊者にとって便利な宿泊場所の確保につなが
るとともに、実行委員会側にとっても市町村を
またいだ調整がスムーズになり、業務の省力化、
経費削減が図られると考えています。

問　児童手当は、家計を管理する口座に振り込
んで欲しいとの声があるが、振込先は世帯主と
決まっているのか。
答　児童手当法では、児童手当の支給は児童を
監護し生計を同じくする父または母等とされて
おり、父母等２人以上の場合は、世帯主ではな
く所得の高い方に支給することを原則としてい
ます。
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問　市では、子ども・子育ての支援施策の充実や、
子育て世代の経済的負担の軽減による少子化対
策を推進するため、第二期十和田市子ども・子
育て支援事業計画を策定し、幼児教育・保育の
無償化等の実現に向け取り組んできた。３歳未
満児の幼児教育・保育料完全無償化へはあと一
歩のところまできていると思うが、今後の見込
みは。
答　全ての３歳未満児の保育料無償化は、保護
者に対する経済支援策として少子化対策の一翼
を担う取組であると認識していますが、恒常的
な財政負担が生じることから、市単独では難し
いものと考えており、引き続き国の動向や県の
子育て支援に係る方針等を注視していきたいと
考えています。
問　完全無償化には億単位の予算が必要と推察
され、一度に全て無償化するのは大変であるこ
とは理解できるので、段階を踏んで無償化して
いくよう、無償化に向けたロードマップを第三
期子ども・子育て支援事業計画に盛り込むこと
はできないか。
答　保育料無償化には恒常的な財政負担が生じ、
市単独での実施は難しいことから、議員ご提案
のロードマップのように、無償化の時期等を第
三期計画の中で明確に示すことは考えていませ
ん。
問　７月に行った第三期計画策定に向けたニー
ズ調査では、３歳未満児への支援について要望
はなかったか。
答　現在結果を集計中のため暫定的な内容とな
りますが、小学校就学前児童の保護者を対象と
した調査では、子供の遊び場や経済的支援、仕
事と子育ての両立支援などに関する要望や意見
が寄せられています。

問　依存症に関する相談支援体制は。
答　保健センターで対応しており、相談内容や
状況に応じ、医療機関受診や精神科医によるこ
ころの相談につなげるほか、本人と家族に対し、
依存症に対する知識や関わり方を伝えるなどの
支援をしています。
問　依存症の回復支援体制は。
答　市は身近な相談窓口として、内容や状況に
合わせ必要な支援が受けられるよう、依存症の
相談拠点である県立精神保健福祉センターや医
療機関等へつなげるほか、相談しやすい体制を
整え、関係機関と連携しながら、普及啓発や情
報発信に努めています。
問　依存症に対する児童生徒への教育体制は。
答　スマホ・ネット依存については、学級活動
や総合的な学習の時間において情報モラル教育
を実施しています。また、喫煙や飲酒、薬物乱
用の害について学習するとともに、一般医薬品
を大量に服用するオーバードーズの指導も行っ
ています。
問　市の「相談窓口ガイドブック」には依存症
の項目がないようだが、追加しては。
答　次年度改訂時に追加します。

問　防災行政無線の整備状況は。
答　市内全域計126か所に屋外拡声子局を設
置しています。
問　聞こえない場合の対処策は。
答　希望者へ防災ラジオの無償貸与や、市公式
ＬＩＮＥ、テレビ、ラジオ、インターネットな
ど様々な手段により情報発信をしています。
問　医療機関等の団体に所属していない看護師
も、市の総合防災訓練へ参加できないか。
答　今後検討します。
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